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<2002/2003年度> 

人口 1,988万人 財政会計年度 ７月～６月

(東京都の約1.6倍) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 22,095 ドル 通貨  オーストラリア・ドル

産業構造（ＧＤＰ構成比）１次産業  3.2％
1米ドル＝1.71オーストラリア・ドル

２次産業  26.1％ 面積 768.2万k㎡ (日本の約20倍)

３次産業  70.7％

 経済成長率
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<オーストラリア経済のこれまで>

 

＜2003年の経済＞ 

2002/2003年度（2002年７月～2003年６月）の経済成長率は2.9％となった。干ばつの影響に

より農作物の生産高が伸び悩んだことに加え、豪ドル高が進んだことにより輸出が減少した。

しかし、失業率が90年以来の水準まで低下するなど雇用情勢の改善がみられたことや、さらに

低金利や良好な消費者マインド等から個人消費を中心として内需が堅調に増加し、成長を支え

た。 

 

＜2004年の経済見通し＞ 

2004年の経済成長率は、3.5％程度となる見込みである（政府見通し3.75％(2003/2004年度)、

民間機関24社の平均3.7％(2004年４月時点)）。民間機関の見通しは、半年前（2003年10月時点

3.4％）に比べて上方修正されている。 

成長を支える要因としては、好調な企業活動を背景に、さらなる雇用情勢の改善が見込まれ

ることや、依然高い水準を保つ消費者マインドから、今後も消費の堅調な伸びが期待されるこ

とが挙げられる。 

  



92～01年 01/02年度 02/03年度 03/04年度

政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年度比％ 3.6 3.9 2.9 3.75 3.7 3.5 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 3.4 3.3 4.1 4.5 3.6 ― 平均

  民間投資 同上 5.4 10.0 15.4 ― ( 3.6) ― 3.7

鉱工業生産 同上 2.5 ▲ 0.9 1.9 ― ― ― 最大

消費者物価 同上 2.3 2.9 3.1 2.25 2.0 2.6 4.2

失業率 ％ 8.4 6.7 6.1 5.75 5.9 6.0 最小

経常収支 億米ドル ▲ 150.0 ▲ 112.6 ▲ 241.1 ― ▲ 334.7 3.2

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 4.2) (▲ 3.0) (▲ 5.5) (▲ 5.75) (▲ 5.3) (▲ 5.4) ( 24 社)

財政収支 億米ドル ▲ 39.4 ▲ 5.1 43.6 ― ― ―

(ＧＤＰ比､年度) ％ (▲ 1.3) (▲ 0.1) ( 1.0) ( 0.6) ( 0.5) (▲ 0.8)

政府債務残高 億米ドル 480.8 198.9 172.8 ― ― ―

(ＧＤＰ比､年度末) ％ ( 13.3) ( 5.3) ( 3.9) ( 2.9) ― ―

（備考）1．オーストラリア統計局統計。ただし財政収支及び政府債務残高、政府見通しは“Mid-Year Economic and Fiscal
           Outlook 2003/2004”（2003年12月）、ＯＥＣＤは“Economic Outlook”(2003年11月)、ＩＭＦは“World
　　　　　  Economic Outlook”(2004年４月)による。
        2. 年度ベース。例えば03/04年度については2003年７月～2004年６月。
　　　　3．ＯＥＣＤ見通しの民間投資は、総固定資本形成。
　　　  4. 鉱工業生産は、2003年４～６月期より基準が変わったため、99年までと2000年以降は接続しない。92～01年
　　　   　平均値は旧基準にて算出。
        5. 財政収支は、発生主義ベース。 
        6. 政府債務残高は、中央政府ネット値。

オーストラリアの主要経済指標

2004年

 

下方リスクとしては、公定歩合の引上げによってこれまで景気を牽引してきた住宅消費・投

資がやや減速する可能性があり、内需の拡大がやや緩やかなものになるおそれが挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政収支は97/98年度以降４年連続で黒字を達成していたが、2001/2002年度は9.8億豪ドル

（ＧＤＰ比0.1％）の赤字となった。しかし、2002/2003年度は、法人税収が増加したことなど

から当初見込額39億豪ドル(ＧＤＰ比0.5％)を大幅に上回る75億豪ドル（ＧＤＰ比1.0％）と再

び黒字となった。2003/2004年度については、当初22億豪ドル（ＧＤＰ比0.3％）の黒字を見込

んでいたが、良好な経済環境から引き続き税収増が見込まれることから、2003年12月に発表さ

れた中期見通しで、46億豪ドル(0.6％)の黒字へと修正している。 

政府純債務残高は年々減少しており、2002/2003年度末には297億豪ドル(ＧＤＰ比3.9％)と当

初見込額324億豪ドル（ＧＤＰ比4.3％）より減少した。2003/2004年度末については当初298億

豪ドル(ＧＤＰ比3.7％)を見込んでいたが、中期見通しでは233億豪ドル（ＧＤＰ比2.9％）とさ

らに減少することが見込まれている。 

2003/2004年度の予算は、国防軍増強やテロ対策に重点が置かれている。歳入については、国

内経済の堅調な成長による増収が見込まれている。オーストラリア政府は米同時多発テロ以来、

治安対策の追加費用や国内安全保障の増強等防衛治安分野に重点を置いており、引き続き来年

度予算案（2004/2005年度）にも盛り込まれることになっている。 

金融政策については、オーストラリア準備銀行が、2003年11、12月と２か月連続でキャッシ

ュレートの誘導目標水準を0.25％ポイントずつ引き上げ、5.25％とした。同行は今回の利上げ

の理由として、海外経済の回復、国内の旺盛な個人消費と企業投資等を挙げている。 

為替レートについては、２月半ばに１豪ドル＝0.79ドル台をつけ上昇基調にあったものの、

これ以降やや落ち着きをみせており４月中旬現在は１豪ドル＝0.74ドル台で推移している。 
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